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( l )  制度からプロセスへ
(2) コントロールの条件
多国籍企業 (multinationalcorporation:MNCと略記) が学間的に注日され
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であるとしながらも 2 ) , 依然として,その実態が解明されていないのは





コカ'コーラ カンバニー」 (The Coca-ColaCompany;コカ・コーラ社と略
記)を実証研究の対象とし,その内部で展開される経営行動の実態を解明
していきたい。
まず, 第I[節では, 既存研究に依拠し,MNCの定義, さらにMNc と
コントロールの関係性に言及する。次いで,第III節では,コカ・コー ラ 社
の国際化ブロセス, および日本市場におけるポトリング会社に対するコン
l )  例えば, LOwe(l992) は, MNCを「秘密の帝国」(The Secret Empire)と
称し,その代表的存在としてコカ・コーラ社をあげている。




3 ) この間題を論じた我が国での数少ない研究としては, a井 ( l 9 9 l ) や 竹 国
( l9「4) などがあげられる。
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ト ロ ールの実態を明らかにする。 最後に, 第lV節では, 対外直接投資を重
視した伝統理論への一批判として, 代替的なコ ン ト ロール手段の有効性を
提示し, MNC概念の拡張を図りたい。
Il: MNCとコン ト ロール
(1) MNCとは
MNC に関する史的研究の一権成, ジェフリー 'ジョーンズ(Geoffrey
Jones)は,近著 '『国際ビジネスの進化;概論」 (T heEt'olutionof Internatilonal
Busm ess,・ A n I ntndt‘caon)において,「通常,多国籍企業とは,2ヵ国以上で
事業(operations)あるいは所得生み資産(income-generating assets)をコン
トロールする」 ものと広く定義づけられるとした(Jones,1996,p.4) 4 ) 。










トロールを伴つて い る 」 か ら で あ る (1bid.,p.5;引用文中の〔 :] は筆者注)。
4 )  研究史の舞台では, 「更に限定的な方法」 (more restrictive fashion)での定










田 C 研 究の通説によれば,多国籍化の動機とは,技術,商標,マーケ
ティング力,流通支配力,資金調達力,生産システム,経営管理システム,
などの「企業特殊資産」 (firmspecific a解ts )を他国へと移転し 5 ) , 進 出
先市場での企業間競争を排除することから得られる利潤(すなわち準レント)
の最大化にあった 6 ) 。 もちろん, それは企業が多国制tした後も変化す
る こ と な く , 初 期の成功が更なる利潤獲得動機を不可逆的(irreversible)
に強化していく のである(lf.,Kogut, l983)。










一般に, コントロールと 「所有」 (ownership)は, コインの表裏のよう
5 )  これら特殊資産の詳細な内容については, ジ ョ ン・H・ダニング (John H.
Dunning)の「折衷パラダイム」(eclecticparadigm)を参照のこと。例えば,,
ルn如(l988)(l992)などが代表的な業積である。




業を支配することによって得られる利lnである」 と い う  (ハイマー,1979,,
22頁)。
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が充分になるのかはケース・バイ ・ ケ ースであり,所有が分散していれば
l0%の持株でもよいが,逆に所有が集中していると49%でも不可能となる。
ジ ョ ーンズいわく , 「コン ト ロ ールが可能となる最小の持株比率(mini-




10%以上の持株でFDI へ と自動的に分類されることになるが, 間接投資
との線引きは一属困難になりっつ あ る と い う  (cf., 日本貿易振興会,l998,
3 l-32頁)o
それでは, なぜMNCは, 所有を通じて在外事業のコン ト ロールを行な








7 )  形式上, 過半数所有の株主は, 会社の最高意思決定機関である株主総会を通
じ・ 自らの意思を企業経営に反映させることになる(,0l l l,奧島, 1996)。




























8 )  すなわち, 企業の多国籍化においては, 単なる資金の移動だけでなく . 「国
境を越えた企業組識の拡張が間題になる」(洞ロ, 1992,15買)のである。
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完全所有 過半数所有 少数所有 不明 子会社総数
: %
5. l 43 :  65
: %
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( 注 l )  完全所有とは子会社の識决構付株式の95%以上を所有している場合で, 、選l半数所有は
同じくS0 9̃4%, 少数所有は同じく5̃49%の場合を指す。
(注2 )  E F T A と はョーロッパ自由1買易速合を指す。 E Cに対抗して, イ キリ ス, デンマー
ク.ノルウ 1◆一.スウ =.ーデ ン , オ ー ス ト リ ア,スイ ス.ポルトガルの7カ国により
l960年に発足。
(出所)Ve mon.R.,Sooefeignty atBay.・ T he MultiMtionalSpm d of U.S. Bl ;te中ise, Basic
Books,1971. p.l 4 1 (ll見芳治訳「多国第企業の新展開 : 追いつめられる国家主義」
ダイヤモンド社. l72買)より作成。
い え よ う 9 ) o
しかしながら, ジ ョ ーンズも指摘するように, 現実(現代) の企業に開
かれた多国籍化の手段としては 「完全所有子会社と輪出活動との間に利用






可能な各種の中間モー ドや契約モー ド (intermediate and altemative contrac-
tual modes)があり 一一これらのモードはェク イ テ ィ  (equity) とノン・エ
クイティ(non・equity) の両方を含んで」 いたのである(Jones,1996,p.6)。
エク イ テ ィ  (株式所有)による方法としては, 2社ないしそれ以上の企
業が共同で在外子会社を所有する「合弁事業」 (jointventure)が代表的で




で利用できる権利を認可する 「フランチャイジング」 (franchising), など
が あ っ た (1bu. , p.6) lo) 。
いまや, このように企業に開かれた選択肢が多様であることは否定でき
ない事実である。 例えば, 日本企業の初期の多国籍化プロセスでは, 主た
る進出先が外資導入規制を設けた開発途上国 (NIEs やASEAN請国) に向
けられていたことから合弁事業や少数所有が選好された。 また, 「マクド









うか。オリバー・E・ウィリアムソン(0l iver E. Williamson)が中間組織
l0) その他, ジョーンズは, 「国際カルテル」 (intemationalcartel), 「国際共同
協定および戰略提携」(intemational co11abontive agreementsand strategic
a1liances),「長期契約」(long-term contracts),なども重要な多国籍化の手
段として列挙している(Jones,1996,p.6)。
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本稿では,それらの疑間に応えるため, ノン・エク イ テ ィ と コ ン ト ロー
ルの関係性に分析を加える。 しかしながら, これまでのところMNC内部
における在外事業のコン ト ロ ールという間題を直接に扱つた先行研究は少
な く , ま し て や ノ ン・エ クイティを対象としたものは皆無に等しかっ
た l1) 。 よって, ここでは, 独自の実態把握から議論を始めたいと考える。




(1) ポ ト リ ン グ・システムの形成




17日には薬剤師エイサ・G・キャ ンドラー(As aG. Candler)によって%の
事業権が掌握された。キ ャ ン ド ラ ーは,l892年l月29日,この個人的な事
業を株式会社化することで「ザ コカ・コーラ カ ン バこ一」を創設し,
















図表 2 コカ ・ コーラ社のシロ ッ プ売上量の推移



























































































(出所) 河野&村山 (1997). 27買より引用。




l 0  - 'i8 -
コ カ  ・ コーラ社の国際化と在外事業コント ,' ール
ておくが, それはコカ ・ コーラ社の主導のもとで展開されたのではなく ,
コカ・コー ラのビン詰めにビジネス・チャンスを見い出した企業家達へと
キ ャ ン ド ラ ーが「ポトリングする権f l l」 (theright to tlottle i t ;ポトリング権
と略記)(Coca-Cola(Japan)Company Ltd. , l987,p.1l )を認可することで形
成されてきたのである。
そのチャンスに最初に気づいた企業家とは, ミシシッ ビ一州のヴ ィ ッ ク
スバーグでビン詰めを開始したジ日セフ・A・ビーデンハーン a1oseph A.
Beidenham) であったという。 しかし, 彼の業務は, 極めて小規模なもの
で , コ カ・コーラ社に事前の認可を間うこともなかった(但し,後に正式な
契約が結ばれた)。
それに対し, ジ ョ ージア州チャ タヌーガの弁護士ぺンジャミン・F ・
トーマス (Benjamin F. Thomas)と, トーマスのアイデアに賛同した同僚
ジョセフ・B・ホワイトへ ツ ド(Joseph B.Wbitehead)は,ポトリング権の
公式的な認可を得るためアトランタに出向いた。当初, キャンドラーが,
コカ・コーラの流通をソーダ・ファウンテンのみに限定していたことか
ら, この交渉はうまく進まなかった。 しかし遂に, トーマスらの熱意が勝
り, l899年7月2l日には, 以下のような契約が交わされたのである。
「ト ーマ ス , ホ ワ イ トへ ツ ド面者は, ザ コ カ・コーラカンパニーに対し, いかな
る出費や義務を負担させることなく, ひとっ, またはそれ以上のポトリング工場を
設立すること。 ト ーマスおよびホワイトへ ツ ドは,コカ・コー ラ シ ロ ッ プ と l 気
圧以上の圧カで炭酸ガスを溶解させた水との混合液からなる炭酸欲料を生産し, こ
れをビン請めにする。 上配の2名は, さらに需要に十分見合うだけのビン詰めコカ
コーラをストックして,必要なコカ・コーラシロップはザ コカ・コー ラ カ ン
パニーから全量を購入し, コカ・コーラの模位品や類似品を使用しないこと。 これ
に対し,ザ コカ・コーラカンパニーは,トーマスとホワイトへ ツ ドに,コカ・コー
ラ シロップをガロン当たり一定価格で売り渡し. 必要なすべてのラぺルと, 同社
が望ましいと判断する宣伝広告材料を提供し, 同社のソーダ・ファウンテン対象の
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事業に障害, もしくは抵般しないかぎり, コカ・コー ラの商標を独占的に使用する
権利を認める。」(日本コカ・コーラ株式会社. l976. 19-20買)
この契約によって, ト ーマスとホワイ トへ ツ ドは, ほぼ全米中 (ただし
ヴ ィ ッ ク スバーグとニューイングランド諾州は除く) でビン詰めを行なう権利
を獲得した。 し か も , キ ャンドラーは, このポトリング権の価値を正しく
認識していなかったため, わずか1 ドルで較渡したのである。
2人は, チャタヌーガに戻ると, 新たな事業パー トナー と し て ジ ョ ン・
T・ラブトン(John T. :Lupton)を迎えいれ,早速,l899年秋にはポトリ
ング工場の操業を開始し,l2月9日には「ザコカ・コ ー ラ ポ ト リ ン グ
カンバニー」(The Coca-Cola BottlingCompany)を設立した。 しかし間もな
く,自分達の資本力だけでは,コカ・コーラ社との契約に従つて,ポトリ










l 2  - 80 -
'カ ' 二:ーラ社の国際化と在外事業 ・a ン ト P ール
その後, トーマスらは, ポトリング権の認可とシロッ ブの卸売業務を担
当する「フランチャイザー」 (frn chaiser) の役割に特化し,製造・小売り
という本来の業務はポトリング権を再認可された「フランチャイジー」
(franchaisee)の役割となった(国表3)。「コカ・ コーラ産業」 (coca-cola
Industry)においては,前者は「ぺアレント・ポ ト ラ ーJと呼ばれ,後者
の「ローカ ル ' ポ ト ラ ー」 と は一線を画される存在と位置づけられた。そ
して,ぺアレント・ポトラーには,「ビン詰めされた飲料の均質化を確実
なものとするために,コカ・コーラのCローカル〕ポトリング工場への訪
間を継続的に行なう」 と いう重要な役割が課されたのである (An n m l
Relwtof T heCoa-ColaComPany,1 l924 ,pp . l6-l 7: 以下, 特に必要のない限り
AnnmlRePort と略記)。
ぺアレント'ポトラーとは,具体的に,アトランタに本社を置き南部諸
州を統括する「ザ コカ・コー ラ ポ ト リ ン グ カ ン パ ニー アトランタ」 (ホ
ワ イ トへ ツ ド&ラプトン所有), 南西部諾州を統括するダラスの「ザ コカ・
コー ラ ポ ト リ ン グ カ ン パ ニー ダ ラス」 (ホワイトヘッ ド & ラプトン所有),
中西部19州を統括するシカゴの「ザウエス タ ン ポ ト リ ン グ カ ン パ ニー」
( ホ ワ イ トヘッド&ラプトン所有), 最 初のポトリング会社であるチャタヌー
ガの 「 コ カ ' コー ラ ポ ト リ ン グ カ ン パ ニ ー チ ャ タ ヌ ー ガ」 ( ト ーマス所
有), ニューイングランド諸州を統括する「ザ ニューイ ン グ ラ ン ド コ カ
コー ラ ポ ト リ ン グ カ ン パニー」 ( l9 l6年にデラウェアで登配される),
l924年にカリフ ォ ルニア, オレゴン, ワシントンという西海岸3州をトー
マスから藤り受けた「ザパシフ ィ ッ ク コース ト コカ・コー ラ ポ ト リ ン











しかし文字通り, その契約は賢明でもあった。 すなわち, フランチャイ
ジングが利用されることで, 資本の乏しいトーマスらでも全米中にポトリ
ング工場を素早く構集でき, コカ・コーラ社の所得も一気に拡大したので
ある。 というのも, ビン詰めの原料となるシロップ供給元は, 先の契約に
より, コカ・コーラ社のみと決められていたことから, ポ ト ラ一網の拡大
は直ちにシロ ッ プ売上の伸びとして跳ね返つてきたのである。
最初のポトリング権の認可から10年後のl909年に,全米のポトリング工
場数は379を超え, いまやこれらビン詰めこそがソーダ ' ファウンテンに
変わり主たる流通経路となっていた。
さらに, コカ・コーラ社は, 国内事業においてポトリング権の価値を既






l923年に3代日社長へ と就任したロバー ト ' W ' ウ ッ ド ラ フ (Robert
w.,woodluff) の功積の l つ は , コカ ・コーラ社を多国語化に導いたこと
であったという。
もちろん, ウッドラフの時代以前にも,コカ・コーラは海外へと輪出さ
れており, l898年興には, 社長キャンドラーが重役会の席上において, カ
ナダやホノルルなどでも販売されていると報告していたという。 また,
l901年頃にはジャマイカやドイ ッにも輪出されていたという。
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には,初めての国 外 ポ ト リ ン グエ場がキューパおよびパナマに, また国外
シロップ工場がトロントに設置された。
『年次報告書』によれば, ウッドラフが社長に就任する直前の1922年に
は, コ カ ' コー ラの販売地城は,カナダ,キューパ,ハワイ諾島,プェル
ト リ コ,パナマ,メキシコ,オース ト ラ リ ア , ニ ュージーラ ン ド , イ キ リ
ス, フランスおよび東洋諾国にまで広がっていた (lf, Amnnt.neponi l922,
pp.l718)o
続いて, ウ ッ  ドラフが社長就任の直後に本格的な国際展開を唱道した際,
古参の重役障はそれに激しく反対したという。 というのも, それ以前, 2
代目社長チャールズ・H・キャ ン ド ラ ー ( C h al:lesH. Candler;初代エイサ・
キャンドラーの長男) の時代に行つた欧州進出において, 水質の違いから製








年代後半には国際的なポトリング・ネ ッ ト ワークが急速に構集されていく




域はl926年の30 ヵ国からl929年の76ヵ 国へと広がりを見せていた (cf,Aa-
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'田atlRejm t l929)o
l930年代を迎えると, ウッドラフは強力なリーダーシッ プを発揮し, 国
際展開を本格化させると同時に, それを管理するための組機整備に着手し
た。 l930年3月,国際業務を管理する完全所有子会社 「コカ・コー ラ エ
クスポート コーポレション」 (The Coca-Cola Elq1lortCorporation;CCECと
略配) が先の外国部に代わって新設され, 初代社長にはウッ ドラフが就任
した。また,この時期, 国際的な流通システムの見直しがなされ,各国ポ
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さ ら に , キ ャ ン ド ラ一時代から既に輪出されていた東南アジアや極東諾





















(A nnualReport, l 9 28 , p .2;1934)。
② 第2次大戰期からl980年代前半
コカ ' コーラ社には, 第2次大戦さえもが多国籍化を推進するパワーと
なった。すなわち,アメリカ軍との間にコカ・コーラの供給システムが形
成され, 戦時中でありながらも安定した業積を刻むことが可能となったの
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図表 5 コ カ・コーラ社の業積(1922̃85年)
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戦後はコカ・ コーラ社に無償で払い下げられたのである。 そして, これら







カという既存市場の再整備と更なる開拓, ②東ヨーロ ッ バ, 旧ソ連, 中国
という社会・共産主義国での新規市場開拓, ③アジアおよび第三諸国での
新規市場開拓, という3本柱に沿つて進められてきたと考えられる。


















ゲ ッ ト で あ り , 特 に 「ぺブシコ社」 (PepsiCo,Inc.) との進出競争が重なる
ことで全社的な至上命令となったのである。
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ッ ク  (1928年)以来保持していたオリンピック公式清涼飲料の独占供給権










されたのである(f , Anm a lRe0ort, l978,pp.l 0- l 2 )。
l970年代後半̃80年代前半までのコカ ・ コーラ社の対外事業の業績を示
したものが図表6である。 それによれば, 売上高に見る国際化度(海外売
上高/総売上高 x100)は,l978年=46% , 7 9 年=46%,80年=45% , 8 l 年
=45%,82年=43%であり,対して総所得に見る国際化度(海外所得/全
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図表6 国際事業の業積(1978̃ 82年)
地域、、、年度 的78年 l979年 l980年 l98l年 1982年
①アメリカとプェルトりコ 2,354.624 2.662,472 3,27l.123 3,238,673 3,580,140
@ラ テ ン ' ア メ リ カ 34l,l69 422,259 568. l97 608.1l0 5l6,336
@ヨーロッバとアフリカ 34l,936 l 065.492 !.235.l]67 l ,096.257 1,l55,564
@ヵナダと太平洋沿岸地城 800.1S8 811,l79 811l 、08 945.995 997,678
⑤総売上高 4,337.9l7 4,96l,402 5,9l“,o9-o 5,889,035 6,249,7l8
国際化度(%) 46 46 45 45 43
〔所得〕
(単位:千ドル)
地城、、、 年度 l978年 l979年 l980年 l98l年 l982年
①アメ りカとプェルトリ コ 27l.950 272,l32 297.621 337.522 417.542
② ラ テ ン ' ア メ リ カ 83.743 l0l,09l l50,221 179,739 l74.742
③ヨーロッパとアフリカ 224.570 277.356 286,7l8 248,802 276.279
④カナダと太平洋治岸M l51,854 144,463 l27,578 l51,444 l87.389
⑤総所得 732,l17 795,042 862.138 9l7,507 l.055,952
国際化度(%) 63 66 65 69 60
(出所)河野,S 村 山 ( 開7), l75買より引用。
③ l980年代半ばから現在
現在のコカ'コーラ社の長期的な目標は明白である。すなわち,l996年
度の 「年次報告書』 において, 「10億時間前一一地球上で人類の営みが始
まった。 10億秒前…ービートルズが音楽に永遼なる変化を与えた。 l0億本
前のコカ' コー ラ ー一昨日の朝のこと。 我らの挑戦一一 l0億本前のコカ・
コーラが今朝飲まれるようにする」 という刺激的な報告がなされているよ
うに,世界の隅々にまで旗接ブランドのコカ・コーラを拡販し,「枯れる





料消費量」 (パー・カビタと略記)を基準とし,人ロが 多 く , バー・ヵビタ
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の低い国が魅力的な市場とされた (もちろん, 外国市場とは限らない。 l995年
度の 「年次報告書」 では, 世界中のどの地域が最大のチャンスを提供しているかと
いう質間に対して, コカ・コーラに対するパー・カビタがハンガリーを下回つてい
る 「南カリフォルニア」と回答している)。
図表7によれば, 中国, インド, インドネシア, 旧ソ連などが将来的に
有望な市場と位置づけられ, 対して図表8によれば, l996年までのl0年間
に大きな伸びを見せた市場としては, 東中央ヨーロ ッバ, フランス, イギ
図表7 1人あたり消量量と市場人ロ
市 場 人ロ(l00万人) l人あたり蘭ll
中国 l,234 5
イ ン ド 953 3
ア メ リ カ 266 363
インドネシア 20l 9
プラジル l64 l3 l








イ タ リ ア 58 84




コロンビア 36 l l 5
アルゼンチン 35 l87
ぺネルクス3国/デンマーク 31 l 71l'
カナダ 30 !34
モロッ コ 28 43
ルーマニア 23 68
オーストラリア l 8 308
チ リ l4 29l
ジンパプエ l2 64
ハンガリー 10 153
イ スラエル 6 253
ノルウ:◆イ 4 266
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図表 8 市場成長の結果、10年間の年次あたり平均成長事(◆位:ケース)ーコカ;コ二;社事f -:'---集-界革均一 -'
全世界
-1-t来-グj-C二プー一一一一 -
ア メ リ カ




l 9 : 9






l 0  : 8
8 : 5












イ ギ リ ス


















メキシコ i i i
(注) ヶース=8オンス容器 x24本。
(出所) AnnualRleport (1996),p.33より作成。
リス, 北欧'北部ユーラシア, 中国, 中東, チリなどであり何れも2ケタ
台の成長率を記録していた (l985年時点で今後の長期的な販売数:量の年次成長
率日標は8̃ l 0%と計画され, 1996年までには実際に8.2%の成長を達成したので
ある)o
この間 , コ カ ' コーラ社においては,当時のCE0口ぺルト ・C・ゴイ
ズェタ(Roberto C. Goizueta;l997年l0月l8日逝去)によって,大きな戦略の
転換が図られた l3) 。 まず,l980年代半ば以降,米国内では本業回帰の戦




略が展開された。 1970年代以降, コカ・コーラ社は, 関連事業, 非関連事
業の買収と売却を繰り返し, 日まぐるしく事業ポートフォリオの組み替え
を試行していた。その代表例が,l982年の「コロンビア ビクチャー イ






いずれにせよ,l989年1l月,コロンビアビクチャー インダス ト リ ーズ
社は「ソニー」 ( SOWC0., M D.) へと売却された。同時に,幾つかの食
品関連の事業(コーヒ一部門やミネラルウォータ会社)も他社に売却し,現在




ようになった。 とりわけ, 先に述べたような, 潜在力のある国での販売体
制の整備に先行投資していったのである (図表9)。 この本業回帰の戦略の
成否は, 多角化路線をとり統けたぺプシコ社との比較によって明らかにな
図表 9 世界市場での投資状況 (1992-96年)
年 l l992 : 1993 : 1994 年 : l995 : l996
投資額($百万) l 1,083 : 800 : 878 投資額 : 937 : 990
ア メ リ カ  : 22% :  23%: 32%
アフリカ : l%: l%: 3 %
E C : 4l%: 33%: 26%
ラ テ ン ・ ア メ リ カ : 20%: i 9 % : l 6%
北東ヨーロッパ&中東 : l3%: l8%: l9%
環太平洋&カナダ : 3% : 6%: 4%
北米 : 3l%: 27%
アフリカ : 2%: 3%
拡大ヨーロッパ : 4l%: 38%
ラ テ ン ・ ア メ リ カ : 9 %  8 %
中東&極東 : 9 % : l2%
企業 : 8% : l2%
(注) 明記されていないが, 企業とは, ミニッ ト・ メイ ド社を指しているものと恩われる。
(出所) Amm lRlepo,l ( l994).p.37および(l996). p.41より作成。
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コカ ' コーラ社の重点市場 ぺプシコ社の重点市場
(出所) 河野&村山(l997), 3l)5買より引用。






RePOrtof Fellls iao I na and T he Com-CohCompamal,, l 9 96 )。また,lgg8年8月
l7日時点での株価は,コカ ・コーラ社が79Zドル,ぺプシコ社が33 '% ド
ルと,その差は歴然としている(f , 「日本経済新聞」的98年8月l9日付)。
この時期, グローパル市場における事業展開の変化としては, ァンカー
' ポ ト ラ ー ( anchor bottler) の設置があげられる。それらアンカー・ポ ト
ラーは国際的なポトリング・ネ ッ ト ワ ー クの中心的存在と位置づけられ,,
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コカ・コーラ社も同社に対し資本参加(直接投資) している。現在, アメ
リカのコカ - コー ラ エンターブライゼズ (Coca・Cola Enterprises), オ ース
トラリアのコカ・コー ラ ア マ テ ィ ル(Coca-ColaAmatil), ドイツのコカ'
コーラ清源飲料株式会社(Coca-Cola Efrischungsgetranke AG) の3 社が,
アンカー・ポトラーに相当する。











あ る ポ ト ラ ー」,15%は「コントロールを意図した所有関係にあるポトラー」





a-1、「 フ ー  、一lle一一一u y  V一一 l 40%
bottler) , _ _
コ、ントロールを意図しない所有関係にあるポ l
トラー(botaers in which we have a oon- : 45%
controllingownerslhipinterest) : _ _
コ、ントロニルを意図した所有関係にあるポト :
ラー(bottlelsin which we have a cootroll- : l 5 %
ine ownership interest) :
(出所) Amual Report (1996),p.39より作成。
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いポ トラーに対する資本投資というのは, グローパル競争上重要な国にあ
る ポ ト ラ ーの経営資源が不足していたり, チャ ンスがあるにもかかわらず
資金不足のためにそれを生かせないポ トラーへの資金援助的な意味あいが
強いとされる。 例えば, 「コカ・コーラ社の長期的な経営戦略には反する
が , ポ ト ラ ーの株式を所有することによって,彼らの資源の制約を補完し,
対顧客関係を改善する」 と さ れ , さ ら に 「長期的な戦略に従つて, コカ・
コーラ社は, 関連ポトラーの所有株式を定期的に減らしていく」 とも言明
されている (Amu‘a l Report,1996,pp.39-40)。
以上の分析から明らかなように,コカ・コーラ社の長期戦略のなかでは,
国際化の手段はあくまでも所有関係のないフランチャイジングと位置づけ
られている。 本稿の考察の中心となる日本市場については, 現在, 全ての
ポトリング会社がフランチャイジングにより設立・運営されている。







な国に向けられており, その活動内容も多l度にわたっていた。 しかし, 同
社には, そのような活動に一貢性を与えるぺく 「国際戦略」 (intemational





コ カ ' コー ラの味にバリ エーションを持たせた方が良いのではないか, と
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る行動は,当該企業に 「規模経済」 (economiesof sea、e ) と い う 優 位 性 を も
たらすもので あ っ た (cf.,Porter, 1986)。
コカ・コーラ社の現地主義は,「健全な世界経済は,世界各地の健全な
地域経済に依存する」 という信念に支えられていた(日本コカ・コーラ株式










・l llt l l購t期 クーラー ユ9フォーム
(出所)河野&村山(l997), 182買より引用。
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権化と分権化 (調整と配置) を巧みにバランスさせる必要があった。 それ
では,コカ・コー ラ 社 は , この間題に対処するため,いかなる経営組織を
整備してきたのであろうか (図表l3)。
まず,l968年の経営組織に日を向けよう。そこでは,アメリカ国内の業
務を管理する「コカ・コー ラU S A 」 (Coca-Cola USA)を中心として,隣
接国カナダでの業務を管理する「コカ・コーラLtd.」(Coca-Cola Ltd.) と
いう海外子会社が設置されていた。 その他の地域を管理したのが輸出子会
社のコカ ' コー ラ エクスポー ト コーポレーシ ョ ン ( C C E C ) で あ り , そ
の拿下には,ロンドンに本部をおく事業部 「コカ・コー ラ ョーロッバ」
(Coca-Cola Europe),あるいは在外子会社 「日本コカ・コーラ株式会社」
(Coca-Cola(Japan)Ltd.), などが配置されていた(ef., Annual Report,
l969;1970)o
次いで, 国際事業がますます進展するに従つて, 1972年には, 経営組織
に大幅な変更が施された。 CCECは,コカ・コー ラ U S A と コ カ・コー ラ
Ltd. 以外の他の地域を4つのゾーンに分割したのである。 すなわち, 「コ
カ ' コー ラ ア フ リ カ 」 (Coca-Cola Africa), 「 コ カ・コーラアジア」 (Coca-
Cola Asia),「コカ・コー ラ ョーロッバ」 (Coca-Cola Europe), 「コカ・コー
ラ ラ テ ン・ア メ リ カ 」 (Coca-Cola Latin America),という地域別のゾーン
事業部が設置された。なお,1975年には,コカ・コー ラ ア フ リ カ が 「コ
カ ' コー ラ ア フ リ カ & S W ア ジ ア 」 (Coca-Cola Africa and SW As ia )と名
称変更されている(,f, A mm l Re0ort, 1972;l975)。
さらに,l976年9月には,「アトランタを基盤とする本社の経 営 と , 世
界中に極度に分権化された業務単位との直接的な意思伝達および業務上の













ジ ャ ネ イ ロ)
ヨーロ ッ パ&アフリカ・グループ
エ ッ セ ン ( ド イ ツ )






シフ ィ ッ ク ' グルー
香港(l日英国領)
シド二一 (オース ト ラ リ ア )
東京(日本)
ト ロ ン ト ( カ ナ ダ ) に
お< 4つの事業部によって る
(出所)河野&村山 (l997), l76- l78買より引用。
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契約を可能にする」 と い う 目 的 か ら, 先 の 6 ゾーンを3グループに集約す
る改組が見られた (A m m t .Report, l 9 7 9.p.2)。
まず, 「 ア メ リ カ ズ ' グ ループJ(Americas Group )のもとには,アメリ
カを担当する「コカ'コーラUSA」事業部がアトランタに,北ラテン・
アメリカを担当する「北ラテン・アメリカ」事業部がメキシコ・シ テ ィ ( メ
キシコ)に, 南 ラ テ ン ' ア メ リ カ を 担 当 す る 「南ラテン・アメリカ」事業
部がリオ'デ'ジャネイロ(プラジル)に,それぞれ設置されたのである。
「ヨーロ ッパ&アフリカ・グループ」 (Europe and Africa Group)は, エッ
セ ン ( 旧 西 ド イ ッ ) , ロ ン ド ン ( イギリ ス ) , マ ド リ ッ ド ( ス ぺ イ ン ), ローマ
( イ タ リ ア ), ナ イ ロ ビ ( ケニア), ヨ ハネスバーグ(南アフリカ),に本部を
おく 6つの事業部で構成され,また「パシフ ィ ッ ク ・グループ」 (Pacific
GrOuP)は, 香 港 , シ ドニー ( オース ト ラ リ ア ),東京, トロント(カナダ) ,
に本都をおく4つの事業事務所から構成された。なお,1980年には,コヵ
コーラUSAが1つのグループとして独立し, 4グループ体制に変更さ
れたのである(ef.,Amm tRlei mt 1976;l980)。
そして,l980年代および90年代も,細かな変更を伴いながら, このグルー
プ体制は継続されていく。この間,l988年には,「ECグループ」 (Europe.
a n COmmunityGroup),「パシフ ィ ッ ク ・グループ」,「ラテン・ア メ リ カ・
グループ」,「北東ヨーロッパ/アフリカ・ グループ」 (Northeast Eu.
「oPe/ Af「iCa Group),「コカ・コーラUSA」,「コカ・ コー ラ L t d.」, さ ら
にl994年には,「ECグループ」,「パシフ ィ ッ ク ・グループ」,「ラテン・
アメリカ'グループ」,「北東ヨーロ ッパ/中東グループ」 (Northeast Eu-
roPe/MiddleEast Group),「アフリカ・グループ」,「コカ・コー ラ UsA」,
「コカ'コーラ Ltd・」,といったグループの再編が見られ,l996年時点で
の組織編成と売上構成は図表l4のようになっている (cf , AmuatReport,
1988;1994;l996)。
すなわち,世界の売上数量(l37購ケース)の31%を販売する「北アメリ
カ ' グ ループ」 (NorthAmerica Group)は,その内94.6 %を占めるアメリ





a大ヨ一o・パ:人ロ= all'l00万人 1人0たり 1;l◆■=80本
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カ と. 5.4%のカナダで構成される。 世界の25%を販売する 「ラ テ ン・ア
メ リ カ ' グ ルーブ」 (LatinAmericaGroup)は,その内39%を占めるメキシ
コ, 27%のブラジル, 8 %のアルゼンチン, 5 %のコロンビア, 5 %のチ
リ ,  などで構成される。世界の2l%を販売する「拡大ヨーロ ッ パ・グルー
プ」 (Greater Europe Group)は,その内24%を占めるドイ ッ , 2 l%の東中
央ヨーロッパ, l 0%のスぺイン, 9%のイギリス, 8 %の北欧・北部ユー
ラシア, 7 %のイタリア, 6 %のフランス,などで構成される。世界のl9
%を販売する「中東・極東グループ」 (Middle and FarEast Group)は, そ
の内29%を占める日本,l3%の フ ィ リ ビン , 1 l%の中東, 9 %のオース ト






析であった。次 い で , コ カ ' コーラ社によるコン ト ロールの態様を,本稿
の主題であるコカ' コー ラ 社°各国ポトリング会社という関係をも視野に
入れ:再検討していきたい。
(c) 在外事業コント ロール
① 監 視 機 能















の関係もない)。すなわち,本来, 各国ポトラーズは, コ カ・コーラ社から
コントロール・フ リ ーで独立の立場にあるといえる (ただし,先に述べたよ
う に, ポトラーでありながらもコカ・コーラ社と所有関係を持つアンカー・ポ ト
ラーなどが存在することにも注意されたい) l4) 。
l 4 )  フランチャイズの語源を辿ると , もとは国家が課した労役からの 「白由」
(freedom)という意味で使われていたという (1llf, ( )可o,raEalglishI)il;tiom'y
M,a)
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しかし, コカ ・ コーラ社の国際戦略の要である製品の標準化が確実に実
行されるためには, 所有関係は独立ながらも, 実際に製造と販売を担当す
るポトリング会社へのコントロールが不可欠である。以下では,我々が接
近可能な日本市場について, そのコン ト ロールの様相を具体的に見ていき
たいl 5 ) o
製品標準化がグローバルに徹」産されるためには, 各国のポトリング会社




り検査」 というコントロール手段を講じている。すなわち, コカ・コー ラ
社直属の現地法人(日本コカ・コーラ株式会社)は,各ポトリング会社のテ




た 「技術スぺッ ク 」 に違反することになれば,その情報がコカ・コーラ社
内部のネ ッ ト ワークを通じて世界中に流布し, 当 該 ボ ト ラ ーの評判は著し
く瓦解することになる。 さらに, フランチャイズ契約の破菜も辞さないと



































資料をもとに, 日本の現地法人・日本コカ・コーラ㈱一・ポ ト ラ一間の情報
システムを示したものが図表l6である。
その際, 情報共有化に重要な役割を呆たすのが, 日本コ カ ' コーラ㈱か
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図 表16 コカ・コー ラ社の情報システム
m
(注) '%%は情報共有を意味する。
(出所)河野&村山(1997 ) , 951iiより一部修正して引用。
ら 各 ポ ト リ ン グ 会 社へ と派遺されている 「エ リ ア ・ マーケ テ ィ ン グ・ マネ
ジ ャ ー」 ( A M M と 略 記 ) で あ る 。  AMMの仕事とは,週に数回の頻度でポ





ョ ン ( 地 区 ) の何れかに属することになる。 そ れ ら リ ージ ョ ン と は , 北 海
道コ カ ' コーラ ポ ト リ ン グ ㈱ ( 販 売 地 区 は 北 海 道 ) , み ち の く コカ・ コーラ
ポ ト リ ン グ ㈱ ( 岩 手 , 秋 田 , 青 森 ) , 仙 台 コ カ・ コー ラ ポ ト リ ン グ ㈱ ( 宮 城 ,
山 形 , 福 島 ) を 担 当 す る 「北日本地区」 , 利 根 コ カ ・ コー ラ ポ ト リ ン グ ㈱
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(千薬, 茨城, 場木), 三国コカ・コー ラ  ポ ト リ ン グ1ele (:時玉, 群馬, 新潟),
東京コカ・コー ラ ポ ト リ ン グ ㈱ ( 東 京 ),富士コカ・コー ラ ポ ト リ ン グ
㈱(神奈川, 山梨, 静岡)を担当する 「関東地区」,北陸コカ・コー ラ ポ ト
リ ン グ ㈱ ( 富 山 , 石 川 , 福 井 ) , 中 京 コ カ・コー ラ ポ ト リ ン グ ㈱ ( 愛 知 , lllt
阜,三重),三笠コカ・コー ラ ポ ト リ ン グ ㈱ ( 奈 良 , 渡 賀 , 和 歌 山 ), 長野コ
カ・コー ラ ポ ト リ ン グ ㈱ ( 長 野 ),近畿コカ・コー ラ ポ ト リ ン グ ㈱ ( 大 阪 ,
京都,兵庫)を担当する「関西地区」, 四国コカ・コー ラ ポ ト リ ン グ ㈱ ( 香
川. 愛緩, 高知, 徳島), 山 陽コカ・コー ラ ポ ト リ ン グ0;e (広島, 岡山・ 山ロ,
島根,鳥取),北九州コカ・コー ラ ボ ト リ ン グtl; (福岡,長崎,佐資), 南九
州コカ・コー ラ ポ ト リ ン グ ㈱ ( 照 本 , 鹿 児 島 , 富 崎, 大分), 沖 總コカ・コー




レーション」であり, マーケティングの企画を行う 「マー ケ テ ィ ン グ・オ
ぺレーション」 と共に 「マーケティング都門」 を構成し,それぞれのオぺ
レーションの責任者には(日本コカ・コーラ佛の)副社長クラスが配置され
る と い う。他の部門としては,「品質管理」 と 「製造」 で構成される「技
術部門」,および「リーガル」 ( 法 務 ) と 「バブリック・ リ レーションズ」
(広報)で構成される「支援部門」があり, こ れ ら 3 部門がそれぞれの視
点でポトラ一情報を収集し,相互に共有化を図るという。反して, l7のポ
ト ラ一間では, 資本主が異なることが阻害要因となり, 情報システムの統
合が進んでいないという (基本的な管理会計データでさえ, ポ ト ラ一相互に標
準化, 共有化されていないという)。
次いで,日本コカ・コーラ㈱で収集された情報は,いかに,アトランタ
本社へと伝達されていくのであろうか。 それは, l984年, 当時の最高財務
担当役員M・ ダグラス・アイぺスター(M. Douglas Ivester) (現CE0)お
よびCE0ロぺルト・ゴイズェタらが設置した 「グローバル情報システム」




カ ' コーラ社のあらゆるネッ トワークからアクセスできるもので」 あり,
それによって 「世界市場で何が起つているのかを注意深く監視し, 出現し
つつあるト レンドを拾い上げ, プロジ ェ ク トの進行を月次ペースで監視す
る」のである。そして, 「『この情報システムを持つこと,さらに収集され
るセールス' データから 〔特定市場において〕 一週間以内に達成すべき日
標が計画通りに進行していないのを確認することは』, 間題や機会に素早
く対処することを可能にする」 の で あ る (Bet lerage Ind :‘slry,Nov.1gg6,
p.35)o
これら情報システムの詳細に関しては, 依然として不明な点が多いが,
それが人的なもので あ れ (エ リア・マーケティング・マネジャー), 物的なも
のであれ(コンビュータ ' シ ステム),効呆的なコントロールを生み出すた
めの不可欠な条件であるといえよう。
③ 利得の分配方式
ポトリング各社の 『有価証券報告書総覧」を見ると, 日本コカ・コー ラ
0lleとポトリング会社間の経済的な取引関係としては,「原液の仕入」, r商
品仕入」,「受託加工」および「マーケティング費用の相互分担」の4つが






よ っ て , ポ ト リ ン グ 会 社の最終製品の売上数量が增えれば,その原料であ
る原液の売上高 (売上数量x卸売価格) が増加するため日本コカ・ コー ラ ㈱
の利益も增える。 逆に, 製品の小売価格から原液の卸売価格を差し引いた
- l07 - 39
東北学院大学論集 経済学第l39号
図表17 日本=l力・コーラ開とボトリング会社の経済的取引
額から, ポ ト ラ一事業の運営費用 (製造, 販売, 管理のための費用) を除い
たものがポトリング会社の利益となる。 この意味で, 日本コ カ ' コー ラ ㈱
とポトリング会社間の利得の分配は「売上比率分配方式」 に似たものとな
る。
ところで,原液価格とは,文字通りの原液だけの価格ではなく, ポ ト リ
ング会社がコカ・コー ラ ブ ラ ン ド を 利 用 す る こ とへの対価, すなわちブ
ラ ン ド・ロイヤルティ(ブランド使用科)が含まれていることには注意が必
要である。そして,ロイヤルティの一部は,日本コ カ ' コーラl日;からコカ
コーラ本社へと国際移転されることになる。 無形資産であるブランドと
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めの費用 (例えば広告費など) は継続的に生じるものであるが, 一度それを
構築してしまえばブランドが生み出す収益は維持費用を確実に上回るので
ある (これこそが無形資産の特性である)。 まさに, 原液の卸売会社に過ぎな





利得分配率の決定を意味している。実は,l920年11月8日, ア メ リ カ に お
いてコカ' コーラ社とぺアレント・ポトラーの間で,この原液価格の設定
を巡り法廷で係争されたことがある (デラウェア一地方裁判所で争われたザ
コカ ' コー ラ ポ ト リ ン グ 社 vs. コカ・コーラ社事件)。すなわち,原液価格の
一方的な値上げを不服として, 原告のポ ト ラ ーがコカ・コーラ社を被告と
して裁判を起こしたのである。 フランチャイズ権の剥奪を主張するコカ・
コーラ社に対して, 最終的には和解が成立し, ポ ト ラ ーのフランチャイズ
植を認めると同時に,原材料コスト(砂糖など) の上昇に連動させ原液価
格を修正していく権利が認められたのである(f, Fedeml .Reporter vol.269,
pp.796・8l6)o




きるようになっている。 しかも,コカ・コーラ ポ ト ラ ー に と っ て 唯一の
原液調達先がコカ ・コーラ社と決められていることから,コカ・コーラ社
は原液価格の交渉において強いパワーを保持していると思われる。そして,,,




商品仕入の仕組みも,基本的には原液購入と同じである。ポ ト リ ン グ 会
社は,ある製品については自社で製造せず, 日本コカ・コーラ㈱から完成
品を購入し, 販売している。 ここでは, 小売価格から仕入商品の卸売価格
を差し引いた額がポトリング会社のマー ジ ン ( 販 売 手 数 科 ) と な る。例 え
ば, 近 観コカ・コー ラ ポ ト リ ン グ0leでは,茶系飲料(茶流彩彩,清流茶房,
紅茶花伝),乳性飲料(ラクティア),果汁飲料(フルーティ ア , ミ ニッツメイド,




ら当社〔受託されたポトラー:] へ,同時に他のポ ト ラ ーへ出荷される」 もの
であった(近截コカ・コー ラ ポ ト リ ン グ 株 式 会 杜, 199l,203頁)。すなわち,
小ロット製品に関して,全国で販売される総量を特定のポトラーのl工場
において集約的かつ効率的に生産することを狙つたものと思われる。 そこ






ば , 日 本コカ・コーラ瞬が買い取る価格が高く , 再びポトラーが買い戻す価格が低
くなれば, 利得の分配はポトラーに有利となる)。ちなみに,近畿コカ ' コ ー
ラ ポ ト リ ン グCeでは,茶流彩彩,清流茶房,紅茶花伝,およびハイシー
などが受託加工されている。
次いでマーケティング費用については, 例えば広告の場合には, その販
売促進効果が地域という粋を超えて全国にまで及ぶため, 日本コカ'  コー
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国体・エキスポ,鈴鹿8時間耐久レース , な ど ) にっいても,同様の理由でイ
ぺント費用は相互分担される。日本コカ ・ コーラ㈱には,年間で一定のマー
ケティング分担費用が予算枠に組み込まれており, ポ ト ラ ーは各種イぺン
トを企画したうぇで, 費用負担の割合について交渉することになるという
( この予算粋を利用して, 業横に応じたポトリング会社への挺子入れがあるのかど












定権の掌握こそがコン ト ロールの主たる手段であるとし. それをMNCと
呼ぶことには異論を唱えるであろう。 あるいは, 本社→在外子会社(例.
コカ'コーラ本社→日本コカ・コー ラ )  という所有関係が成立している境界ま










例えば, 前CE0ゴイズェタは, 「私にとって, 明らかになったこと,
そ レて脳裏に深く刻みこまれたことは, ポ ト ラ ー 'システムこそがソフト
ドリンク業界の活力源であるということにほかならない。 -一彼らが起
こしたトラブルの全ては,親会社に跳ね返つて く る。ポ ト ラーを,当然そ
こにあるものとして, おろそかにすることはできない。 --一度, 当然の
ものと見なすと, ポトラーは親会社からの逃避を企てるようになるし, 実
際に逃避してしまうであろう」 と語つ ている (Beoerage Indust':y,Nov.
44 - 1l2 -
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1996,p.38)。
さ ら に , コ カ ・コーラ社は,技術,商標(プランド),生産管理の技法,
販売促進や広告のノゥハウ, といった企業特殊資産バッケージを各国ポト
ラーに移転している。 このようなことからも,  明らかにポトラーは, 所有
関係はないが集権的に統制されたコカ ・ コーラ社の内部組織の一部と考え














に よ る  (FDIのための) 資本調達コストが大幅に削減できるのな らエクイ













な ら, それを多国籍化の手段と見なすことができよう。さらに, フランチ









市場を突如として失つたという。 というの も, ぺプシコ社の南米最大ポト
ラー 「ぺネズェラ ヒッ ト ポ ト リ ン グ 会 社」 (EmbotelladrasHitdeVenezue-
la) のCE0オズワルド・シスネロス (0swald Cisneros)が,急達,コカ '
コー ラ  ポ ト ラ ーへの転身を図つたからである。 ぺプシコ社の同地域担当
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交換が l っの解答策になるという。 そして, 現代社会の経済取引という文
脈においては, 取引に特定化された資産 (取引特定資産と略記) という人質
にフランチャイザーとフランチャイジーが共に投資を行うことこそが「信











ら証明される。つまり,コカ・ コー ラ 社の製品を製造する設備で,ぺプシ
コ社の製品を製造することも可能なのである。
むしろ,フランチャイザーのコカ・コーラ社はラ;、シ tiし、;入費, フ
一 _ ● ● ● ● ● ● ● ● ●
フンチャイジーのポトフーは流通経路という人質を相互に取り合つている
と考えるのが妥当であろう。コカ・コー ラのポ ト ラ ーは,自らの工場,車
両,自動販売機,制服などの資産に「コカ・コー ラ」のブランドを印刷し
ており, 日本では社名にまでブランド名(すなわち〇〇i分:i-:- :;l ポ ト リ
ング)が使われている。コカ・コー ラ 社 との取引を終了し,他社に乗り換
え た 際 に は , コ カ ' コー ラ ブ ラ ン ド が 使 え な く な り , 工 場 , 車 両, 自 販
機の塗装変え, 制服の廃索および社名変更など多大なコストを支払うこと
になる。
逆に, ポ ト ラーは地域での流通経路を支配しているため, 契約が終了し
た 場 合 , コ カ ' コーラ社は一瞬にして販売紹を失うことになる。そして,
コカ ' コー ラ 社 は , 新 た な ポ ト ラ一候補を探したり, 自社の流通経路を構
- l l 5 - 47
東北学院大学aii集経済学第l39号
集するために多大なコストを負担する。
それでは, 双方が人質を取り合つているにもかかわらず, なぜ, 既述の
よ う にコカ・コーラ社側がポトラーに強力なコン ト ロールを行使できるの







そのポトリング会社をコントロールす る と い う よ り も, それを通じたフラ
ンチャイズ・システム全体の強化を意味しているのである。
また, 日本のような狭い国土をl7ものポトリング会社に分割する理由も
同様の論理で説明されよう。契約破菜が生じた場合には, 解 ポ ト ラ ー や
現地法人・日本コカ・コーラ瞬が直ちに製造と販売の努力を払うことにな
る。 しかし, 先のぺネズェラのように巨大ポトラーが市場を一手支配して
いる場合には, それは不可能となる。 つまり, 所有ポトラーを持つこと,
市場を細かく分割統治することは, フランチャイズ・システムを強化し,
フランチャイザーの強力なコントロールを可能とするlつの工夫にほかな





可能性が高くなる。こ こ に , コカ・コーラ社が, 他社に比してブランド価
値の維持と創造に多大な資金(広告費)を價斜する理由が見い出せる。
これまでの議論から明らかなように, 企業の多国籍化の手段としては,
多様なオプションが開かれている。 しかし,伝統理論は, コン ト ロール手
48 - l l 6 -
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段を所有=FDIに見いだすことから意Siる義鼻是表i族号 I基 している。
ところが, 一定の条件さえ整えば, フ ラ ン チ ャ イ ジ ン グ と い う ノ ン・エク
イティでも在外事業を効果的にコントロールできる。 すなわち, それらの
手段を利用しながら国際化を進めてきた企業にMNCの名を付すことには
何ら間題がないと考えられる (図表l8)。 現実の企業では, それら多様な手
段を柔軟に組み合わせることで国際的な利潤極大化が追求されており, こ
こにMNC概念の拡張を示唆したいと考える。
ただし, フランチャイジングによるコン ト ロ ールが機能するためには,
監視や情報収集システムの整備, さらにプランド価値の維持や分割統治な
ど複合的かつ重居的な条件が必要とされた。 コカ・コーラ社の日本市場で
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